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建物は壊れないように設計するのか？
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建物も，壊れることによって，地震の
エネルギーを消費できる

→特にねばり強い建物で地震力を低減できる！



建物の地震時の挙動
• 現⾏の耐震設計に合致していても、地震時に全く被害を受けな
いわけではない．

• 建物の粘り強さに期待して、強度を下げる設計もある．
• 想定以上の地震が来ることもある．

• 地震後に建物が使えるかは被害を確認する必要がある．
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応急危険度判定
• 本震直後には

建物の残余耐震性能を早急に判断

• 必要な耐震性能を有しない建物
• 余震による被害を軽減する

• 必要な耐震性能を有する建物
• 避難者の数を減らす
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応急危険度判定とは

調査シートを⽤いた⽬視による判断
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応急危険度判定の現状
• 技術者の⽬視による

• ⽇数がかかりすぎる
• 兵庫県南部地震では5,068⼈で46,000
棟調査するのに19⽇

• ⾮常に多くの「要注意」の判定

• 技術者により判定結果がばらつく
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過去の応急危険度判定実績
危険要注意調査済棟数判定者数期間地震名⽇付
6,4769,30230,83246,6106,46623⽇兵庫県南部地震H7.1.7

4431,4992,1384,08033224⽇⿃取県⻄部地震H12.12.6

1689216741,76363619⽇芸予地震H13.3.25

1,2602,1813,8047,2457438⽇宮城県北部地震H15.7.26

5,24311,12219,77836,1433,82118⽇新潟県中越地震H16.10.23

5171,1311,5003,14844419⽇福岡県⻄⽅沖地震H17.3.20

1,2291,5714,8007,600391６⽇能登半島地震H19.3.25

4,9958,94320,15034,048約2,800８⽇新潟県中越地震H19.7.16

2175642,1972,97847510⽇岩⼿宮城内陸地震H20.6.15

東北地⽅太平洋沖地震H23.3.11

5,2007,55337,96850,7212,955２か⽉宮城県
3,3146,7185,77515,8072,0532.5か⽉福島県
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応急危険度判定の現状
• １１階建て以上では⽅法がない
• 超⾼層建物ではそもそも⽬視調査は⾮現実的
• ⼀般的には⼤きな被害が⽣じるとは考えにくい。
• 仮に，⽬⽴った被害が⾒受けられなくても，被害
調査結果がないと，事業再開が出来ない。

→ダウンタイムの増加
安全であることが分かるだけでもニーズがある

9首都直下地震対策検討ワーキンググループ（第３回）



熊本地震

• ４⽉14⽇Mw = 6.2
• ４⽉16⽇Mw = 7.0
• 死者 120名

Tokyo

Kumamoto

⽬視では間に合わない！
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地震保険や罹災証明の状況
• 応急危険度判定・被災度区分判定の状況と同じであろう

• 損傷を把握するのに時間がかかりすぎる
• 梁の被害や仕上げ，セキュリティーの向上により，現地での調査がそ
もそも難しい

11首都直下地震対策検討ワーキンググループ（第３回）



等価線形化法を⽤いた構造ヘルスモニタリング
• 限界耐⼒計算法を援⽤
し・・・
性能曲線と要求曲線を⽐較

機械で計測

• 数個の安価な加速度計を設置
• 応答変位は計測加速度から
• 限界耐⼒計算法を援⽤

構造ヘルスモニタリング技術
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センサおよびサーバ

サーバ
Mac Mini
20万円
25 ch

サーバ
ラズベリーパイ
10万円
AC 5V

13

センサ
IoLAM
20万円
PoE

センサ
Tinker
8万円
AC 5V
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国内外設置状況
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計測例１ 横浜国⽴⼤学
• 建築学棟

• SRC構造
• H= 30.8 m
• 8-story + 1 BF
• 2008年計測開始
• 東北地震前に補強
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計測例２ E-Defenseを⽤いた倒壊実験
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 性能曲線モデル
 要求曲線（５％減衰）
 要求曲線（本震）
 要求曲線（余震）
 仮の性能曲線
 性能曲線

本震：中破（III）
余震：大破（V）

棄権と判断した次の⼊⼒で
倒壊した
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地域の被害把握

• 地域の被災状況を⾯的にリアルタイムで把握
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⽇本建築防災協会の認定
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https://www.kenchiku-bosai.or.jp/evaluation/monitoring/



まとめにかえて
• 構造物ヘルスモニタリングは、今後さらに普及が望まれる。

• 2022年度⽇本建築学会⼤会の構造研究協議会やPDでも構造物ヘルスモ
ニタリングの必要性が指摘されている。

• 国家レベルでも、デジタル化の⼤きな波がある。
• モニタリング・ BIM・CIM

• 新しいビジネスフィールドである。
• 適正な市場の醸成が必要
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今後の課題
• オーナーへの働きかけ

• どう設置を促進するか？
• どうデータを提供してもらうか？

• 法的な問題
• 個⼈情報保護法
• 被害情報・・・

• 普及と管理
• データセンター

• よく似た制度を統⼀できるか？
• 応急危険度判定・被災度区分判定・損害算定・罹災証明
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ご清聴ありがとうございました・・・
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参考資料

国⼟交通省⼤⾂官房官庁営繕部の状況
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⼤⾂官房官庁営繕部
• 東⽇本⼤震災→答申「⼤津波等を想定した官庁施設の機能確保
の在り⽅について」（平成２５年２⽉）

• ⻑周期対策
• 地震後速やかに被害を把握すること。
• ただし、現⾏の⽬視に依る被災度区分判定は適⽤範囲外
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⼤⾂官房官庁営繕部
• 官庁施設の総合耐震・対津波計画基準(H25.3)

• 2.2.6 (4) ⾼層建築物のうち、地震による外⼒を受けた構造体の損傷状況
の⽬視が困難な建築物については、⼤地震動後に速やかに被害状況を
把握し、安全性を確認するため、建物の応答を定量的に把握できるよ
う配慮する。

• 建築構造設計基準(H25.5)
• 2.1 (9) ⾼層建築物のように、⼤地震動後の構造体の損傷状況の⽬視確
認が困難である場合には、建築物の地震応答の計測及び記録をする装
置等を必要に応じ設置する。
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⼤⾂官房官庁営繕部
• 建築構造設計基準の資料(H27.3)
2.1 ⼀般事項
2.1.8 地震応答の計測及び記録をする装置等の設置
⾼さ45m を超える建築物、免震構造の建築物及び制振構造の建築物で時刻歴応答
解析を⾏う場合は、以下の地震応答を計測する加速度計、計測結果を表⽰及び記
録する装置を設置する。
① 加速度計は、最上階、最下階及び中間階の3 カ所に設置することを標準とす

る。ただし、免震構造の建築物の場合は、最上階、免震層の直上及び直下の3 
カ所とする。

② 震度及び応答加速度の計測結果を表⽰及び記録する装置を中央管理室等に設
置する。

③ 加速度計、計測結果を表⽰及び記録する装置は、商⽤電源途絶時も機能を維
持できるようにすること。

25



⼤⾂官房官庁営繕部
• まだ⽇が浅いこと、
• 超⾼層建物や免震構造建物など、時刻歴応答解析を要する建物
がそもそも官庁営繕部の設計する建物では少ないこと、

等からまだその実績は限定的。
今後の普及が望まれる。

26


